
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和元年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 ITコ ーディネータ協会

1 事業の成果

令和元年度は、令和元年 5月 20日 の監事監査にて発覚した内部事務処理に関する不祥事の対応のため、

新たに予定してい教材開発 (「IT経営推進者育成研修」)、 また「EDI推進サポータ研修」の展開などは

大幅に遅延させることになりましたが、ITコーディネータの皆さんやケース研修実施機関のご尽力で、

次のように「第 2の創業計画」を前進させることができました。

1.ケース研修受講者、試験受験者の大幅増大

2.地方銀行、信用金庫、および各支援機関とのネットワーク強化

3.前年度に仕込んだ「ITを経営の力とする経営者向け講座」の展開

不祥事につきましては、弁護士や会計士から成る調査委員会を設けて徹底究明を行い、これを機にガ

バナンス面での取り組みを根本から見直し、規程類を整備 し、間違いや不正が即刻発見できるように協

会の業務プロセスを徹底的に改めることができました。

さらに、新型コロナパンデミックの影響で最終的には 1年延長することとなりましたが、協会の 20周

年を記念し、今後の継続も展望した表彰制度について準備することができました。

引き続き ITコーディネータ協会は全国の ITコーディネータや関係機関の皆様と連携しながら、中小

企業のIT経営支援へ積極的に取り組んでまいります。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【322,344】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

lT

覆呻 1曇

ITC試験の実施・運営
年 間 2タ
ーム

全国主要
都市

■ 1
■ ノヽ

ITC試験
申込者

816名

210,032
IITCの資格認定・資格更
新、
ケース研修の募集・開催、
継続研修 (ITCカ ンファレ
ンス、協会主催研修)の実
施

随時
事務所

全国主要
都市

5人
ITC認定
者、更新
者

6,337名

IT_1 
｀

・

ラニ身≠´争業: ・

地域届出組織や地域支援
団体との連携活動、ビジネ
スマッチング活動

随時
事務所

全国各地
3人

ITC i資″
=者、中小

企業経営
者、支援
組織、ITC
届出組織

中小企業
経営者お
よびその
支援者等

多数

41,550

ITの利活用に
関す る研究・
支援・普及・
啓発事業

ITC試験の問題作成、専門
知識教材・研修コースの開
発・認定、中央官庁等から
の受託事業、広報宣伝活動

随時
事務所

全国各地
4人

一般、ITC
資格者、
中小企業
の支援組
織

一般、中
小企業経
営者およ
びその支

義
者等多

70,762



書式第13号 (法第28条関係)

令和元年度 活動計算書 (その他事業がな上ヽ場合)

事 業 報 告 用

18,371,765

1,130,000

346,081,445

286 740

365,869,950

322,343,800

I 経常収益

1 受取会費

受取会費

2 受取寄附金

受取寄附金

3事業収益

ITC資格認定・育成・研修事業収益

ITC・ 経営者等とのビジネスマッチング事業収益

]T利活用に関する研究支援普及啓蒙事業収益

4 その他収益

受取利息

雑収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

1 事業費

(1)人 件費

役員報酬

給料手当

業務委託費

退職給付費用

法定福利費

人件費計

(2)その他経費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

印刷製本費

水道光熱費

賃借料

その他の業務委託費

システム開発維持管理費

支払手数料

広告費

支援費

雑費

その他経費計

事業費計

2 管理費

(1)人件費

役員報酬

給料手当

業務委託費 (出 向者分)

退職給付費用

法定福利費

人件費計

(2)その他経費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

印刷製本費

水道光熱費

18,371,765

1,130,000

305,009,187

7,459,904

33 612 354

11,027

275 713

11,758,818

59,105,790

26,256,000

3,999,283

11 630 537

1,419,570

10,885,863

1,349,303

6,384,121

986,736

9,083,324

1,396,234

23.513,675

130,820,043

19,775,967

14,930

791,384

2,185,088

22,021,182

7,216,433

10,997,204

2,240,872

037 134

3 003 505

1,312,255

6,601,006.

1,063,980

1,905,417

711,027

1,877,846

415,454

112 750 428

209 593 372

45 479 196

_生産:饉型遺塾L生△』:ュ[ゴニk:ここ菫塑全_



賃借料

会員向活動費

租税公課

その他の業務委託費

システム維持管理費

支払手数料

雑費

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

皿 経常外収益

退職引当金取崩額

貸倒引当金戻入

経常外収益計

Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

過年度法人税等

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

4,804,544

455,333

1,430,419

14,943,239

3,988,938

6,579,057

2 861 656

94 429 367

416 773 167

48 950 171

△ 50,903,217

9 105 634i

9 105 634

7 194 634

190 607 020

148 739 337

1,911,000

△ 41,797,583

70,000

100

△ 41,867,683



書式第15号 (法第28条関係 )

令和元年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ITコーディネータ協会

科 目 金 額

136,999,293

27,125,005

1,555,118

165,679,416

10,285,457

1,812,239

△ 2,209,283

9,888,413

52,466,400

△ 45,170,400

7,296,000

14,067,200

37,915,460

△ 37,915,460

31 251 613

22 348 359

48,191,692

196 931 029

148 739 337

7,879,680

5,139,695

2,656,000

70,000

2,701,050

3,901,934

14,067,200

6,053,333

19,790,000

25,843,333

190,607,020

△ 41,867,683

196,931,029

I 資産の部
1 流動資産

現金及び預金
未収金
前払費用
流動資産合計

2 固定資産
(1)有形固定資産

建物
工具器具備品

減価償却累計額
有形固定資産計

(2)無形固定資産
リース資産

減価償却累計額
無形固定資産計

(3)投資その他の資産
敷金
長期未収入金

貸倒引当金
投資その他の資産合計
固定資産合計
資産合計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債

リース債務

未払金

未払消費税等

未払法人税等

前受金

預り金

流動負債合計
2 固定負債

役員退職慰労引当金

退職給与引当金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産
当期正味財産増減額
正味財産合計
負債及び正味財産合計

単位 :円



書式第 16号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和元年度 計算書類の注記
特定非営利活動法人ITコ ーディネータ協会

1重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 ゛0法人会計基準協議会 )

によつています。

(1)固定資産の減価償却の方法
(i)有形固定資産

法人税法の規定に基づく定率法又は旧定率法を採用しております。
ただし、平成28年4月 1日 以後に取得 した建物附属設備及び構築物については定額法を採用 してお ります。
なお、取得価額10万円以上20万 円未満の資産については、法人税法の規定に基づく3年均等償却を採用

してお ります。
(� )リ ース資産

リース期間を耐用年数 とし、残存価格を零 とする定額法を採用 してお ります。

(2)引 当金の計上基準
(i)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収可能性を勘案 し、回収不能見込額を計上してお ります

(� )退職給与引当金

従業員の退職金の支給に備えるため、自己都合退職による期末要支給額を計上しております。
(■ )役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員の報酬・退職金に関する規程に基づく期末要支給額を計上

しております。

(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式を採用してお ります。

2事業別損益の状況

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄付金
3.事業収益

ITCの資格認定・育成・研修事業収益

ITCと 経営者等のマッチング事業

IT利活用に関する研究・支援・普及・啓蒙事業

4.その他収益

経常収益計

II 経常費用

1  人件費

役員報酬

給料手当

業務委託費

退職給付費用

法定福利費

人件実計
2.そ の他経費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

印刷製ネ費

水道光熱費

賃借料

会員向活動費

租税公課

その他の業務委託費

システム維持管理費

支払手数料

広告費

支援費

雑費

その他経費計

1.014.388

4.412,723

594.031

3.592,340

5.961.213

783.271

16.015.12?

7.812

4,672.762

158.710

120.000

003,701

3.667.190

397,370

1.800.378

596.562

1.398.545

837.654

l.419.5701

10,8858631

1.349.303.

6.384.121

936.736

9.083,324

1.396.234

23.510.675

0

0

130.820.043

19.777.852

2.186.038

1.037,134

209,595.257

1.312,255

6.601.006

1,063.980

1.905.417

711,02?

415.454

4,804.544

455.333

1.430.663

14.943,239

3,989.498

6.570.057

2.731.825

17.486,869

2.413.233

8.289,638

1.647.763

lo,961.170

1.811.688

28.318.219

455.033

1.430.660

145.763.282

23.767.350

6.593.987

2,185.088

3,898.790

258.546.232

107.185.886

7.553,350

5,930

58,380

13.563,407

9.307.388

9.000

733.004

5.070.750

合計科 目

ITCの資格認
定・育成・研修

事業

lTCと 経営者等
のマッチング事

業

IIの利活用に関す る

研究・支援・普及 .

啓発事業
事業合計 管理部門

286.740

18.371.765

1,100.000

18.371.765

305.00。 .187

7,459.904

33.612.054

286.740

305.009.187

7,459,904

33.612.354

305.009,187

7.459.904

33,612,354

7.459.904 33.612.354 346.081.(46 19.788.505 365.869,950305,009.187

9.492.824

59. 105.790

26.256.000

11.630.507

24,287.176

7.216.433

10,997.204

2.429.081

3,003.505

33.780.000

66,322,223

37.253.204

6,232,063

14.634.042

3.844.817

26.725,941

24.140.200

1,808.142

5.642.552

555,114

13.445.742

159,400

794.534

2.737,114

5.092,893

18.934.107

1.966.400

1.200.006

3,250.8?l

30.434.577 110.288.133 47.933.399 158,221.53262,161.652 17

980.502

148.256.223

2.185.088

2,094

20.498.537

64.538

40.840.497

2.861.656

48.950.975



経常費用計

当期経常増減額

3固定資産の増減内訳

210.417.875 71.276,0'4 319,883.390 96,884,374 416.767,764

日 圧コ囚94 591 312 囚■2 匝2 匝D 囚■□ 団D●B困 ロ ∠ゝ 50 897 814■国□固回 ■国□醒慶固■■困回回 |□□□□回

円

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

10.285.457

1,243,897

52,466.400

0

45.110.094

∠ゝ 45,110.094

568.342

7.194.634

∠ゝ 7,194,634

10.285.45?

1.812,239

52.466,400

● 067.200

07.915.460

^ 37.916.460

1.378.250

801.033

45,170.400

8.907.207

981.206

7,206.000

0

14,067.200

37.915.460

∠ゝ 37.916.460

78,062.954 568.342 78,631,20( 31.251.613

有形固定資産

建物

工具器具備品

無形固定資産

リース資産

投資その他の資産

敷金

長期未収入金

貸倒引当金

合計



書式第17号 (法第28条関係)

令和元年度 財産目録

事 業 報 告 用

7148 73

30,445

17,626,114

17,577,602

665,856

475,075

598,793

100,025,408

27,125,005

__■■量旦
９

一

６７

一

ユ１６

一

8 907 207

10,285,457

△ 1,378,250

981 2堕
362,469.

1,449,7701

△ 831,033.

7 296 000,

15,986,400

36,480,0001

△ 45,170,400

14,067,200

37,915,460

△ 37 91 460

31 251 613

196,931,029

7,879,680

5,139,695

2,656,000

70.000.

370,000

2,277,700

53,350

2,216,741

323,429

1,124,864

2 900
22 348 359

6.053,333

9 790 000
25 3 333

48 191 692

I資産の部
1流動資産

現金預金

現金

現金手許有高

普通預金

三菱UFJ銀行東京公務部

三菱UFJ銀行東京公務部

三菱UFJ銀行東京公務部

みずほ銀行新橋支店

楽天銀行第二営業支店

未
ご

UFj銀行東京公薔都
'●

Ⅲ
“
…
~       ~¨

前払1扁
~"省也

2.電
:::ll[[]:|力

2年 1月分:口 (●

｀
省
『

固定資慶

靭
蜃麦

恙

政鮮∫
…

籠

"魚
債

:書
言リー

3置夢
年会費

[|:lil`将

T(…
り

2目謂
魚翻

i蒻
金

正

上豊壁悧 :遺重鯉塾』lュゴ盪壺望壺全___



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和元年度年間役員名簿 〈前事彙年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年慶における颯酬の有無を記載した名簿)

壺 i聾饉型理1盤1塾⊥工i■i重:互土:量i盤1塗

1 確認事項 (法第 20条及び第21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)

氏    名

1 理 事

シフ
｀
ヤ ヒロユキ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日谷 裕以

2 理事

エント
゛
ウ アキラ 平成31年 4月 1日

令和元年6月 17日

平成31年 4月 1日

令和元年6月 17日遠藤 明

3 理事
オオタヨシヒト 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日大田 愛仁

4 理 事

ヒルマタカシ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日比留間 貴士

5 理 事

フシ
゛
オカ トモキ 令和元年6月 17日

令和2年 3月 31日

令和元年6月 17日

令和2年 3月 31日藤岡 友樹

6 理 事
アサイ テツオ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日浅井 鉄夫

7 理事

アタニヤ モリヒロ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日安谷屋 盛広

8 理事
イチムラ シ

゛
ュンイチ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日市村 淳一

9 理 事
イナカ

゛
キ ミノル 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日稲垣 実

10 理事

イワマ ユウタロウ

岩間 裕太郎

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

11 理 事
クリワキ アキヒロ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日脇 昭博

12 理事

rY" ^" LD+ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日小柴 宏記

13 理 事
タカシマ トシナオ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日島 利尚

14 理事
タナカノリユキ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日田中 憲之

15 理 事
タナカワタル 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日田中 渉

16 理 事
ナカニワ マサヒト 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日中庭 正人

17 理事
ナカ

゛
ホリ イス

゛
ミ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日長堀 泉

18 理 事
ナカムラ モトヒコ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日中村 元彦

19 理 事

ノク
゛
チ タタ

｀
シ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日野 口 正

20 理 事

ノムラマサミ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日野村 真実

21 理事

ヒラノナオヤ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日平野 尚也

22 理事

フシ
゛
イ ケンシ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日
藤井 謙志

23 理事

フセ ヨシタカ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日
普世 芳孝

24 理 事

マツシマ ケイシ'ュ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日
松島 桂樹

25 理 事
、ス・ク

゛
チ カス

゛
ミ

水口 和美

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

26 理 事
リウチマサヨシ

内 正美

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

27 理 事

1rl'7al

田 誠

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

28 監 事

モトサトル

岡本 悟

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

29 監事
ナイ ヒロフミ

井 裕文

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 ITコーディネータ協会

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 澁谷 裕以

2 太田 愛仁

3 比留間 貴士

4 藤岡 友樹

5 浅井 鉄夫

6 安谷屋 盛広

7 市村 淳一

8 稲垣 実

9 岩間 裕太郎

10 栗脇 昭博

11 小柴 宏記

12 田中 渉


